
 

日本におけるオープンサイエンスの推進 

～サイエンスの新たな飛躍の時代の幕開け～ 

原山優子（内閣府 総合科学技術・イノベーション会議 議員） 

Ⅰ. 国際的広がりと日本の取組 

オープンサイエンスとは、公的研究資金を用いた研究成果（論文、生成された研究データ等）

について、学術界はもとより産業界及び社会一般からのアクセス・利用を容易にし、知の創出に

も新たな道を開くもので、イノベーションの創出にもつながる、新たなサイエンスの進め方を意

味する。 

最近、この概念が世界的に急速な広がりを見せている。特に 2013 年 6 月に英国で開催された

G8 科学大臣会合は、その共同声明において、論文のオープンアクセス化に加え、研究データのオー

プン化にも言及し、世界的な議論を加速するきっかけとなった。 

内閣府では、「国際的動向を踏まえたオープンサイエンスに関する検討会」において、オープン

サイエンスの推進に向け、我が国が国際的な議論の輪に加わり、主体的な取組の姿勢を示すこと

が肝要であるとの認識の下、我が国が今後早急に取り組むべき事項等について検討を重ね、平成

27 年 3 月 30 日に、検討結果を我が国の基本姿勢・基本方針としてとりまとめた。 

 

II. オープンサイエンス推進に向けた基本方針 

公的研究資金による研究成果（論文、研究データ等）の利活用促進を拡大することを我が国の

オープンサイエンス推進の基本姿勢とし、その上で、各省庁、資金配分機関、大学・研究機関等

のステークホルダーがオープンサイエンスの実施の責任を果たし、オープンサイエンスの実施方

針及び実施計画を策定するものとし、それに当たって、参照すべき共通事項や留意点等を明示し

た。 

 

１. オープンサイエンス推進の基本的考え方 

(1) オープンサイエンス推進の目的・意義 

公的研究資金による研究成果として得られた論文や研究データへのアクセスを可能とするこ

とで、研究成果の普及と同時に、成果の再利用による新たな発見やパラダイムの創出、ひいて

は、イノベーションの加速に貢献する。 

(2) オープンサイエンス推進に係る公開の範囲 

公的研究資金による研究成果のうち、論文及び論文のエビデンスとしての研究データは、原

則公開とし、その他研究開発成果としての研究データについても可能な範囲で公開することが

望ましい。なお、研究成果のうち、個人のプライバシー、商業目的で収集されたデータ、国家
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安全保障等に係るデータなどは公開適用対象外とする。 

(3) 公的研究資金の定義及び研究データの範囲 

公的研究資金とは、競争的研究資金及び公募型の研究資金に該当するものとする。 

公開の対象となる研究データには、メタデータ、数値データ、テキストレコード、イメージ、

ビジュアルデータなど多様なデータが含まれる。 

(4) 研究を実施する機関の責務 

各機関においては、論文、研究データ等の研究成果の管理に係る規則を定め、特に、研究成

果の散逸、消滅、損壊を防止するための具体的施策を講ずることとする。 

  

2. 関係機関における実施方針等のあり方 

 総論 

各府省庁、研究資金配分機関等の関係機関が定めるオープンサイエンスに関する実施方針及

び実施計画には、次の要素が含まれていることが必要。 

・ イノベーションや競争力に貢献する方策 

・ 公的研究資金による研究成果に係るデジタル研究データの所在を特定しアクセス

できる方法 

・ 実施計画等を実行するための運用経費等の確保 

・ データインフラ(リポジトリ等)の整備計画 等 

 科学論文へのアクセス 

  2002 年 4 月のブダペスト・オープンアクセス・イニシアチブに基づき、オープンアクセス

を推進する。公的研究資金から発生した科学論文（出版物等）については、あらゆるユーザー

がアクセス、検索、読み出し、分析できるよう、長期間にわたって保存しなければならない。 

 デジタル化された研究データへのアクセスについて   

  研究分野によって研究データの保存と共有方法に違いがあることを認識し、それぞれの特性

に応じた計画等を策定する。その上で、公的研究資金による研究の結果、生成されたデジタル

形式の研究データについては、公開するデータとなった場合、提供するデータを自由に利用で

きる利用ルールを付すことが必要である。 

 

III. 今後の展望 

今後、関係省庁や資金配分機関においては、基本方針に基づき、オープンサイエンスの実施方

針及び実施計画を策定するなど、実行可能な体制を形成していくことを期待する。このため、内

閣府においては、2015 年７月から「オープンサイエンス推進に関するフォローアップ検討会」

を開催し、オープンサイエンスの推進方策やフォローアップのあり方等について議論を開始した。

さらに、オープンサイエンス推進を着実に実行していくため、科学技術イノベーション総合戦略

2015（平成 27 年 6 月 19 日閣議決定）において、オープンサイエンスの推進を打ち出すととも

に、第 5 期科学技術基本計画にも反映することとしている。 


